
　児童扶養手当および特別児童扶養手当の額は、
物価の変動に応じて改定されます。令和６年４月
分から下記のとおりとなります。

児童扶養手当の支給額（月額）

特別児童扶養手当の支給額（月額）

　令和６年４月１日受診分から子ども医療費の対
象年齢を18歳年度末まで拡大します。
　平成18年４月２日から平成20年４月１日まで
に生まれたお子さんは受給資格の登録申請が必要
です。申請が済んでいない人はお早めに申請して
ください。
※申請が遅れますと申請前に受診した医療費の助
成ができなくなる可能性がありますのでご注意く
ださい。
登録に必要なもの
○申請者（保護者）の本人確認書類
○ 健康保険証（対象と
なる子どもの氏名
が入ったもの）
○ 申請者（保護者）の銀
行口座番号の控え

問い合わせ　子育て応援課子育て応援担当（１階⑥番窓口）

児童扶養手当および
特別児童扶養手当額
改定について

お知らせ
子ども医療費の対象を
18歳の年度末まで拡
大します！

問い合わせ　子育て応援課子育て応援担当（１階⑥番窓口）

お知らせ

子どもの人数 全額支給 一部支給

１人の場合 ４万5,500円 ４万5,490円
～１万740円

２人目加算額 １万750円 １万740円
～5,380円

３人目以降加算額 6,450円 6,440円
～3,230円

１級 ２級

特別児童扶養手当 ５万5,350円 ３万6,860円

　令和６年４月診療分から、県内の医療機関等の窓口に重度心身障がい者医療費受給者証を提示すると、一部負
担金（保険診療分）の窓口払いが原則なくなります。
　ただし、次の場合は窓口で支払いが必要です。
○県外の医療機関等や窓口払いが不要となる仕組みを適用しない医療機関等を受診した場合
○特定疾病（人工透析等）に係る受診の場合
○１医療機関あたり１か月の自己負担限度額を超えた場合
１医療機関あたり１か月の自己負担限度額
〇日高市国民健康保険・日高市後期高齢者医療保険に加入している人…限度額なし
〇上記以外の人…70歳未満：月額21,000円未満、70歳以上：月額外来8,000円未満、月額入院15,000円未満
※窓口で一部負担金（保険診療分）を支払った場合は、これまでと同様に重度心身障がい者医療費支給申請書を提
出してください。
受給者証の切り替え
　４月１日から使用する新しい重度心身障がい者医療費受給者証を３月下旬に送付しました。今まで使用してい
た受給者証は、保険年金課または各出張所へ返却するか、ご自身で裁断するなどして処分してください。
　また、対象者（受給者）のうち、日高市国民健康保険・日高市後期高齢者医療保険に加入している人は、高額療
養費に関する委任状（同意書兼委任状）を同封しました。まだ提出していない人は、お早めに提出してください。

重度心身障がい者医療費助成制度の窓口払いが不要になる
医療機関を拡大します

問い合わせ　保険年金課国民年金・医療費担当（1階④番窓口）

お知らせ
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　コンパクトシティの形成と、子育て世代の移住・定住の促進、さらに空き家等の解消を促進するため、子育て
世代が市内の一定区域に住宅を取得するための費用を補助します。

子育てファミリーウエルカム補助金
子育て世代の住宅取得のための費用を補助します

問い合わせ　都市計画課計画推進・企業誘致・住宅政策担当

お知らせ

きれいな川を守ろう！
合併処理浄化槽転換補助金をご利用ください

問い合わせ　環境課生活環境担当

お知らせ

住宅の所在地 空き家・空き地
バンクの登録 補助金額

土地区画整理事業地区内
あり 60万円

なし 50万円

土地区画整理事業地区外
の居住誘導区域内（※）

あり 35万円

なし 25万円

居住誘導区域外
（市街化調整区域等）

あり 10万円

なし 対象外

転換補助上限額 配管費補助上限額 処分費補助上限額

通常型
５人槽 384,000円

200,000円 90,000円７人槽 462,000円
10人槽 585,000円

高度処理型
（地下浸透適合）

５人槽 474,000円
200,000円 90,000円７人槽 615,000円

10人槽 723,000円

補助金額
　住宅の所在地により下表のとおり交付

注意事項
　補助金の申込書は、環境課で配布しています。
受付日当日の記入も可能です。補助金の交付決定
通知前に工事を着工してしまうと、補助金を交付
できなくなります。実際の工事費用は、各家庭の
条件（地形や配管等）により異なります。
　転換において、道路側溝等の放流先がない場合
は、高度処理型浄化槽を設置することで、地下浸
透方式により宅地内の処理が可能です。

受付日時　４月16日（火）～11月29日（金）
※予算がなくなり次第終了となります。
受付場所　市役所３階環境課
対象
　市で指定する浄化槽処理促進区域内の専用住宅また
は併用住宅において、10人槽以下の合併処理浄化槽へ
の転換をする人
※一部対象外の地域がありますので、詳しくはお問い
合わせください。
補助金額
　工事費と下表の金額のいずれか低い金額

※日高市立地適正化計画における区域で工業系用途地域を除く
市街化区域を指します。

　河川などの水質を保全するため、住宅の単独処理浄化槽またはくみ取り便槽を合併処理浄化槽に転換する場合、
その工事費用の一部を予算の範囲内で補助します。

単独処理浄化槽から
合併処理浄化槽へ転換すると、
排水の汚れを８分の１に
低減できるよ。

補助対象となる主な要件
① 取得する住宅に継続して５年以上居住し、地区の
自治会への加入意思があること
② 世帯主またはその配偶者が40歳未満で、15歳未満
の子を扶養し同居していること（出産予定を含む）
③ 令和６年４月１日以降に工事請負契約または売買
契約を行い、令和７年３月31日（月）までに所有権
移転登記および住民異動が完了すること
④ 建築基準法その他関係法令の基準に適合した住宅
で、補助対象者が市内に初めて取得する住宅であ
ること　など
　詳しくは、市ホームページをご覧ください。
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